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　　議　案　第　12　号

（　総　　則　）

第　１　条

第　２　条

（　１　） ２４４ 　ha

（　２　） ９８８,６０８ 　㎥

（　３　） ２，７０８ 　㎥

（　４　） ３９，１５６ 千円

うち ３３，４４３ 千円

第　３　条

下 水 道 事 業 収 益 ３２１，４５３ 千円

１４４，６７５ 千円

１７３，４７７ 千円

３，３０１ 千円

下 水 道 事 業 費 用 ３２１，４５３ 千円

２９１，７６５ 千円

２９，２３８ 千円

５０ 千円

４００ 千円

第　４　条

　　　円、過年度分損益勘定留保資金10,115千円及び当年度分損益勘定留保資金72,142千円で補

　　　てんするものとする。）

資　本　的　収　入 １４６，７９３ 千円

７０，０００ 千円

６５，９８２ 千円

１０，１００ 千円

７１１ 千円

資　本　的　支　出 ２３０，９５７ 千円

３９，１５６ 千円

１９１，８０１ 千円

令 和 ５ 年 度 太 子 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第　１　款

支　　出

　　　　　第　１　項 営 業 費 用

　　　　　第　４　項

第　１　款

第　１　款

　　　　　第　１　項 営 業 収 益

　　　　　第　２　項 営 業 外 収 益

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出

他 会 計 出 資 金　　　　　第　２　項

第　１　款

　　　　　第　１　項 企 業 債

収　　入

負 担 金

支　　出

　　　　　第　３　項 国 庫 補 助 金

特 別 損 失

　　　額に対し不足する84,164千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,907千

　　　　　第　２　項 営 業 外 費 用

　　　　　第　４　項 予 備 費

（　資本的収入及び支出　）

　　　　　第　３　項

　　　　　第　３　項 特 別 利 益

　令和５年度太子町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（　業務の予定量　）

　業務の予定量は、次のとおりとする。

排 水 区 域

年 間 有 収 水 量

一 日 平 均 有 収 水 量

建 設 改 良 事 業

公共下水道整備事業費

（　収益的収入及び支出　）

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　入

　　　　　第　１　項 建 設 改 良 費

　　　　　第　２　項 企 業 債 償 還 金
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第　５　条

第　６　条

利　　率

第　７　条

第　８　条

（　１　） 収益的支出における各項間の流用

（　２　） 資本的支出における各項間の流用

第　９　条

　　　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（　１　） ２０，３３０ 千円

第　１０　条

太 子 町 長　　田　中　祐　二

公共下水道事業債

流域下水道事業債

下 水 道 事 業 債
( 特 別 措 置 分 )

資 本 費 平 準 化 債

年５．０％以内
（但し、利率見直
し方式で借り入
れる政府資金及
び地方公共団体
金融機構資金に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該見直し後の利
率）

借入先の融資条件による。但
し、下水道財政その他の都合
により償還期限及び据置期間
を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることが
できる。

千円
13,700

(　他会計からの補助金　）

令 和  ５ 年 ３ 月 １ 日 提  出

　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

職 員 給 与 費

(　一時借入金　）

証書借入

又は

証券発行

　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７１，９９７千円である。

限度額起債の目的

(　債務負担行為　）

　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

償還の方法

回収不能元金、利息及びそ
の延滞利息

起債の方法

(　企業債　）

　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

(　議会の議決を経なければ流用することのできない経費　）

事　　　　項

太 子 町 水 洗 便 所 改 造 資 金
融資あっせんに伴う損失補償

期　　　　間

千円
5,500

千円
25,800

千円
25,000

(　予定支出の各項の経費の金額の流用　）

　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

償還期限から履行の日まで

限　度　額
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１ 収　　入

１ 下 水 道 事 業 収 益 321,453

１ 営 業 収 益 144,675

１ 下 水 道 使 用 料 141,668

２ 雨 水 処 理 負 担 金 3,006

3 そ の 他 営 業 収 益 1

２ 営 業 外 収 益 173,477

１ 受 取 利 息 1

２ 補 助 金 76,137

３ 長 期 前 受 金 戻 入 97,338

４ 雑 収 益 1

３ 特 別 利 益 3,301

１ 過年度損益修正益 1

２ そ の 他 特 別 利 益 3,300

２ 支　　出

１ 下 水 道 事 業 費 用 321,453

１ 営 業 費 用 291,765

１ 管 渠 費 19,810

２ 総 係 費 28,777

３
流 域 下 水 道 維 持
管 理 負 担 金

54,685

４ 減 価 償 却 費 188,366

5 資 産 減 耗 費 127

２ 営 業 外 費 用 29,238

１ 支 払 利 息 20,238

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

9,000

3 特 別 損 失 50

１ 過年度損益修正損 50

４ 予 備 費 400

１ 予 備 費 400

令和５年度　　太子町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

（単位：千円）
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１ 収　　入

１ 資 本 的 収 入 146,793

１ 企 業 債 70,000

１ 企 業 債 70,000

２ 他 会 計 出 資 金 65,982

１ 他 会 計 出 資 金 65,982

３ 国 庫 補 助 金 10,100

１ 国 庫 補 助 金 10,100

４ 負 担 金 711

１ 負 担 金 711

２ 支　　出

１ 資 本 的 支 出 230,957

１ 建 設 改 良 費 39,156

１ 管 渠 整 備 費 33,443

２
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

5,713

２ 企 業 債 償 還 金 191,801

１ 企 業 債 償 還 金 191,801

資　本　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備　　　　　　　考

款 項 目 予 定 額

（単位：千円）

備　　　　　　　考

－4－



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 4,051

　　　減価償却費 188,366

　　　固定資産除却費 127

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 65

　　　長期前受金戻入額 △ 97,338

　　　受取利息 △ 1

　　　支払利息 20,238

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 7,296

　　　未払金の増減額（△は減少） 5,686

　　　預り金等の増減額（△は減少） △ 6,707

　　　　　小計 107,191

　　　利息の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 20,238

　　業務活動によるキャッシュ・フロー① 86,954

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 36,268

　　　補助金、負担金等による収入 9,828

　　投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 26,440

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 70,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 191,801

　　　他会計からの出資による収入 65,982

　　財務活動によるキャッシュ・フロー③ △ 55,819

　資金増減額（①＋②＋③） 4,695

　資金期首残高 6,978

　資金期末残高 11,673

令和５年度太子町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

－5－



１．総　　括 （単位：千円）

給　料 職員手当 計

       3 (0) 10,465 6,600 17,065    3,265   20,330

       3 (0) 10,341 5,768 16,109    3,270   19,379

0 (0) 124 832 956 △ 5 951

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用職員を外書きしたもの。

（単位：千円）

区　分 扶養手当 地域手当 時間外勤務手当 管理職手当 期末勤勉手当 通勤手当 住居手当 児童手当

本年度 318 648 700 0 4,526 168 0 240

前年度 180 632 250 0 4,346 24 336 0

比　較 138 16 450 0 180 144 △ 336 240

増減額
(千円)

138千円 1名

16千円 3名

450千円 3名

0千円 0名

77千円 3名

144千円 3名

△336千円 0名

240千円 1名

大学卒

短大卒

高校卒

令和4年4月1日現在

平均給料月額（円） 287,242 164,100円 154,600円

平均給与月額（円） 319,776

平 均  年 齢（歳） 37.0

322,128 191,700円 185,200円

平 均  年 齢（歳） 36.0 175,300円

区　　　　　　　　　分 一　般　職
区　分 一　　般　　職

国　の　制　度

令和5年4月1日現在

平均給料月額（円） 290,658 一　　般　　職

平均給与月額（円）

３．給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与 　イ　初　任　給

時間外勤務手当

管理職手当 管理職手当

期末勤勉手当 期末勤勉手当

通勤手当 通勤手当

職員手当 832

その他の増減分 729

令和5年度各手当増減分 令和5年度各手当支給人数

扶養手当 扶養手当

地域手当 地域手当

制度改正に伴う増減分 103
期末勤勉手当　4.30月から4.40
月へ引下げ

103千円

時間外勤務手当

住居手当 住居手当

児童手当 児童手当

職員の状況

本 年 度　　3名

その他の増減分 31 会計間異動に係る減額 31千円
前 年 度　　3名

給　　料 124

昇給に伴う増減分 93 平均昇給率　　2.20％ 93千円

区　　分 増減事由別内訳（千円） 説　　　　　　明 備　　　　　　　考

本　年　度

前　年　度

比　　　較

給　与　費　明　細　書

区 　分  職員数（人）
給　　　与　　　費

法  定
福利費

合 　計 備　考

職員手当
の 内 訳

２．給料及び職員手当の増減額の明細
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　エ　昇　　給

（人）

（人）

1号 （人）

2号 （人）

3号 （人）

4号 （人）

（％）

2.200 (1.15) 2.200 (1.15) 4.400 (2.3)

2.150 (1.125) 2.150 (1.125) 4.300 (2.25)

2.200 (1.15) 2.200 (1.15) 4.400 (2.3)

　　　　　　　　注）（　）内は、再任用職員を外書きしたもの。

　ケ　その他手当

全地域 なし

（％） 6

（人） 3

（％） 6

支給対象職員数 住 居 手 当 同　じ

国の指定基準に基づく支給率 通 勤 手 当 同　じ

　キ　地域手当 　ク　特殊勤務手当

支 給 対 象 地 域 区    分 国の制度との異同

支　　給　　率 扶 養 手 当 同　じ

無

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 無

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度 有

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

本 年 度 有

前 年 度 有

区　分
支 　給　 期　 別　 支　 給　 率 支　給　率　計 職制上の段階、

職務の級等による
加算措置

備　考
６月（月分） 12月（月分） （月分）

3 3

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） 100.0 100.0

　オ　期末手当・勤勉手当

昇給に係る職員数（Ｂ） 3 3

号給数別内訳

0 0

0 0

0 0

区　　　　　　　　　　　　　分
本　年　度 前　年　度
一　般　職 一　般　職

職　　 員 　　数（Ａ） 3 3

計 3 100.0 3 100.0

１　級 0 0.0 0 0.0 主事補、技師補の職務

２　級 0 0.0 1 33.3 主事、技師の職務

３　級 1 33.3 1 33.3 副主査の職務

４　級 2 66.7 1 33.3 主査の職務

５　級 0 0.0 0 0.0 課長補佐の職務

部長の職務

６　級 0 0.0 0 0.0 課長の職務

７　級 0 0.0 0 0.0

　ウ　級別職員数

区　分

令和5年4月1日現在 令和4年4月1日現在

級別の標準的な職務内容一　　般　　職 一　　般　　職

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）
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千円

期　　間

千円

融資実行日
から

償還完了日
まで

全額
営業
収益

左 の 財
源 内 訳

金　　額 期　　間 金　　額

回収不能元金、
利 息 及 び そ の
延 滞 利 息

千円

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

太 子 町 水 洗 便 所 改
造 資 金 融 資 あ っ せ
ん に 伴 う 損 失 補 償

回収不能元金、
利息及びその延
滞 利 息

－

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

－

事　　　　項

千円

限 度 額
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（令和４年４月１日から令和５年３月31日）

（単位：千円）

１．

（１） 132,913 132,913

２．

（１） 13,794

（２） 20,667

（３） 46,797

（４） 188,155

（５） 57 269,470

136,557

３．

（１） 0

（２） 64,791

（３） 96,765

（４） 2 161,558

４．

（１） 23,936

（２） 3,745 27,681 133,877

2,680

５．

（１） 0

（２） 3,218 3,218

６．

（１） 55 55 3,163

483

372

111

管 渠 費

令和４年度　太子町下水道事業会計予定損益計算書

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

営 業 費 用

支 払 利 息

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１．

（１）

イ 4,392,538

△ 464,183 3,928,355

ロ 91,228

△ 16,686 74,542

4,002,897

（２）

イ 459,843

459,843

4,462,740

２．

（１） 6,978

（２） 25,624

△ 500 25,124

32,102

4,494,842

構 築 物

令和４年度　太子町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和５年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

－10－



３．

（１）

イ

1,298,139

1,298,139

1,298,139

４．

（１）

イ

190,318

190,318

（２） 13,546

（３）

イ 1,735

1,735

（４） 6,706

212,305

５．

（１） 2,603,434

（２） 長期前受金収益化累計額 △ 291,199

2,312,235

3,822,679

６． 672,052

７．

（１）

イ 111

111

111

672,163

4,494,842

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

負　　　債　　　の　　　部

固　　定　　負　　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流　　動　　負　　債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

充 て る 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金

資　　　　本　　　　金

剰　　　　余　　　　金

当年度未処分利益剰余金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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（令和５年４月１日から令和６年３月31日）

（単位：千円）

１．

（１） 128,789

（２） 3,006

（３） 1 131,796

２．

（１） 18,010

（２） 27,354

（３） 49,714

（４） 188,366

（５） 127 283,571

151,775

３．

（１） 1

（２） 76,137

（３） 97,338

（４） 8 173,484

４．

（１） 20,238

（２） 376 20,614 152,870

1,095

５．

（１） 1

（２） 3,000 3,001

６．

（１） 45 45 2,956

4,051

111

4,162

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

令和５年度　太子町下水道事業会計予定損益計算書

営 業 費 用

管 渠 費

総 係 費

流域下水道維持管理負担金

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

支 払 利 息

雑 収 益

営 業 外 費 用

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益
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（単位：千円）

１．

（１）

イ 4,403,285

△ 619,327 3,783,958

ロ 109,029

△ 18,898 90,131

3,874,089

（２）

イ 436,425

436,425

4,310,514

２．

（１） 11,673

（２） 32,921

△ 500 32,421

44,094

4,354,608

構 築 物

令和５年度　太子町下水道事業会計予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固　　定　　資　　産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流　　動　　資　　産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

（１）

イ

1,176,638

1,176,638

1,176,638

４．

（１）

イ

190,018

190,018

（２） 19,231

（３）

イ 1,800

1,800

（４） 0

211,049

５．

（１） 2,612,067

（２） 長期前受金収益化累計額 △ 387,342

2,224,725

3,612,412

６． 738,034

７．

（１）

イ 4,162

4,162

4,162

742,196

4,354,608

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

負　　　債　　　の　　　部

固　　定　　負　　債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流　　動　　負　　債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰　　延　　収　　益

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

預 り 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　　　本　　　　金

剰　　　　余　　　　金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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　注　　記　　表

Ⅰ．重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

　　構築物 50年

　　機械及び装置 20年

　　（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

　　施設利用権 45年

　２　引当金の計上方法

　　（１）退職給付引当金

　　（２）賞与引当金

　　（３）貸倒引当金

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　２　引当金の取崩し

　　（１）貸倒引当金の取崩し

　　（２）賞与引当金の取崩し

・減価償却の方法　　定額法による。

・主な耐用年数

・減価償却の方法　　定額法による。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により回収不能見込額を計上している。

　職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ
る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　令和5年度において、期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費として5,409千円を支出するた
め、賞与引当金1,735千円を取り崩す。

　職員の退職手当は、「職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を
負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

・主な耐用年数

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のも
のも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は701,095千円である。

　令和５年度において、債権100千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金100千円の取り崩しを予
定している。
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予 算 参 考 資 料



（款）１．下水道事業収益 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.営業収益 144,675

1.下水道使用料 141,668

下水道使用料 141,668 下水道使用料 141,668

2.雨水処理負担金 3,006

雨水処理負担金 3,006 雨水処理負担金 3,006

2.その他営業収益 1

手数料 1 受益者負担金督促手数料 1

2.営業外収益 173,477

1.受取利息 1

預金利息 1 預金利息 1

2.補助金 76,137

国庫補助金 4,140 社会資本整備総合交付金 4,140

他会計補助金 71,997 一般会計補助金 71,997

3.長期前受金戻入 97,338

長期前受金戻入 97,338 長期前受金戻入 97,338

4.雑収益 1

その他雑収益 1 延滞金 1

3.特別利益 3,301

1.過年度損益修正益 1

過年度損益修正益 1 過年度損益修正益 1

2.その他特別利益 3,300

その他特別利益 3,300 その他特別利益 3,300

令和５年度 太子町下水道事業会計予算明細書
収　益　的　収　入

説　　　明
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（款）１．下水道事業費用 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.営業費用 291,765

1.管渠費 19,810

動力費 1,575 マンホールポンプ動力費 1,575

通信運搬費 401 マンホールポンプ緊急通報電話料 401

賃借料 8 マンホールポンプ配電盤土地賃借料 8

修繕費 2,000 排水施設等修繕費 2,000

委託料 13,477 下水道台帳管理システム保守委託料 385

マンホールポンプ点検委託料 3,470

管渠清掃委託料 476

下水道台帳管理システム更新委託料(雨水) 5,146

ストックマネジメント計画作成委託料 4,000

材料費 349 材料費 349

工事請負費 2,000 排水施設等改修工事 2,000

2.総係費 28,777

給料 6,551 給料 6,551

手当 3,424 扶養手当 318

地域手当 413

時間外勤務手当 400

期末勤勉手当 1,909

通勤手当 144

児童手当 240

賞与引当金繰入額 1,137 賞与引当金繰入額（手当） 953

賞与引当金繰入額（法福） 184

法定福利費 1,831 職員共済組合 1,831

旅費 27 職員旅費 27

備消品費 25 消耗品費 25

通信運搬費 10 郵便料 10

委託料 15,412 下水道使用料徴収事務委託料 13,525

公営企業経営支援業務委託料 880

収　益　的　支　出

説　　　明
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（款）１．下水道事業費用 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

企業会計システム保守委託料 523

企業会計システム更新委託料 484

保険料 31 賠償責任保険 31

研修費 30 職員研修費 30

貸倒引当金繰入額 100 貸倒引当金繰入額 100

報奨費 109 一括納付報奨金 109

負担金 90 大阪府下水道協会会費 7

大阪府下水道事業促進協議会会費 10

日本下水道協会会費 73

3.流域下水道 54,685

3.維持管理負担金 負担金 54,685 流域下水道維持管理負担金 54,685

4.減価償却費 188,366

有形固定資産減価償却費 159,755 構築物 155,144

機械及び装置 4,611

無形固定資産減価償却費 28,611 施設利用権 28,611

5.資産減耗費 固定資産除却費 127 固定資産除却費 127

2.営業外費用 29,238

1.支払利息 20,238

企業債支払利息 20,235 下水道事業債利息 20,235

一時借入金支払利息 3 一時借入金支払利息 3

2.消費税及び地方消費税 9,000

消費税及び地方消費税 9,000 消費税及び地方消費税 9,000

3.特別損失 50

1.過年度損益修正損 50

過年度損益修正損 50 過年度損益修正損 50

4.予備費 400

1.予備費 400

予備費 400 予備費 400

説　　　明
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（款）１．資本的収入 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.企業債 70,000

1.企業債 70,000

企業債 70,000 公共下水道事業債 13,700

流域下水道事業債 5,500

資本費平準化債 25,000

その他企業債 25,800

2.他会計出資金 65,982

1.他会計出資金 65,982

一般会計出資金 65,982 一般会計出資金 65,982

3.国庫補助金 10,100

1.国庫補助金 10,100

国庫補助金 10,100 社会資本整備総合交付金 10,100

4.負担金 711

1.負担金 711

受益者負担金 710 受益者負担金 710

工事負担金 1 その他工事負担金 1

資　本　的　収　入

説　　　明
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（款）１．資本的支出 （単位：千円）

項 目 節 予 定 額

1.建設改良費 39,156

1.管渠整備費 33,443

給料 3,914 給料 3,914

手当 2,223 地域手当 235

時間外勤務手当 300

期末勤勉手当 1,664

通勤手当 24

法定福利費 1,250 職員共済組合 1,250

旅費 6 職員旅費 6

印刷製本費 20 印刷製本費 20

工事請負費 26,030 排水施設等整備工事 26,030

2.流域下水道建設負担金 5,713

負担金 5,713 流域下水道建設負担金 5,713

2.企業債償還金 191,801

1.企業債償還金 191,801

企業債償還金 191,801 下水道事業債 191,801

資　本　的　支　出

説　　　明
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